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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等
　

回次
第39期

前第２四半期
累計期間

第40期
当第２四半期
累計期間

第39期
前第２四半期
会計期間

第40期
当第２四半期
会計期間

第39期

会計期間

自　平成22年
　　　２月21日
至　平成22年
　　　８月20日

自　平成23年
　　　２月21日
至　平成23年
　　　８月20日

自　平成22年
　　　５月21日
至　平成22年
　　　８月20日

自　平成23年
　　　５月21日
至　平成23年
　　　８月20日

自　平成22年
　　　２月21日
至　平成23年
　　　２月20日

売上高 (百万円) 117,554 115,337 61,161 60,024 239,258

経常利益又は損失(△)(百万円) △304 211 611 708 2,785

四半期(当期)純利益
又は純損失(△)

(百万円) △436 △872 158 362 1,248

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (百万円) ─ ─ 3,144 3,144 3,144

発行済株式総数 (千株) ─ ─ 18,787 18,787 18,787

純資産額 (百万円) ─ ─ 18,143 18,712 19,999

総資産額 (百万円) ─ ─ 108,989 107,046 108,779

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 965.78 995.33 1,064.70

１株当たり四半期
(当期)純利益又は
純損失(△)

(円) △23.26 △46.50 8.45 19.32 66.53

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ 8.44 19.29 66.46

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ ─ 13

自己資本比率 (％) ─ ─ 16.6 17.5 18.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,612 4,659 ─ ─ 7,042

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △954 △1,451 ─ ─ △2,373

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,231 △3,230 ─ ─ △4,161

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ─ ─ 3,892 4,713 4,735

従業員数 (人)
─ ─ 2,530 2,482 2,506

　 　 (8,789) (8,733) (8,601)

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。

４　第39期第２四半期累計期間及び第40期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

５　従業員数の(　)は外書で、コミュニティ社員(パートタイマー)の平均雇用人数(ただし８時間換算による)であ

ります。
　

２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成23年８月20日現在

従業員数(人) 2,482 (8,733)

(注) 　従業員数は就業人員数であり、親会社等からの出向者２人を含み、親会社等への出向者39人を含んでおりません。

また、(　)は外書でコミュニティ社員(パートタイマー)の平均人員(ただし８時間換算による)を記載しておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【販売の状況】

(1) セグメント別売上状況

セグメントの名称

当第2四半期会計期間

(自　平成23年５月21日 
　至　平成23年８月20日)

金額 (百万円) 構成比 (％) 前年同四半期比（％）

　

衣料品 13,973 23.3 96.9

食料品 28,351 47.2 97.9

住居余暇商品 10,733 17.9 99.4

その他 7 0.0 55.1

総合小売事業 53,065 88.4 98.0

ホームセンター事業 6,829 11.4 98.2

その他の事業 129 0.2 376.9

合 計 60,024 100.0 98.1

(注)１　各セグメント部門別の取扱商品群は以下のとおりであります。 

総合小売事業 　
衣料品・・・・・・ 衣料品、靴、鞄、服飾雑貨等

食料品・・・・・・ 食料品

住居余暇商品・・・ 情報通信機器、化粧品、ドラッグ、日用雑貨、寝具、バス用品等のホーム

ファッション、消耗品等

ホームセンター事業・

その他の事業・・・・

建材・木材、補修材、家庭用品・日用品、ペット用品、園芸用品、食料品等

サイクル関連商品

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　第１四半期会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。前年同四半期比較については、前年同四半期会計期間分を変更後の

区分に組み替えて行っております。
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(2) セグメント別仕入状況

セグメントの名称

当第２四半期会計期間

(自　平成23年５月21日 
　至　平成23年８月20日)

金額 (百万円) 構成比 (％) 前年同四半期比（％）

　

衣料品 8,217 19.1 98.1

食料品 22,336 52.0 99.2

住居余暇商品 7,464 17.4 104.1

その他 5 0.0 53.1

総合小売事業 38,023 88.5 99.9

ホームセンター事業 4,810 11.2 101.0

その他の事業 106 0.3 350.8

合 計 42,940 100.0 100.2

(注)１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　第１四半期会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。前年同四半期比較については、前年同四半期会計期間分を変更後の

区分に組み替えて行っております。

　

　

２ 【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生はなく、また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間における当社を取り巻く環境は、2011年３月11日に発生した東日本大震災の影響か

らの立ち直りに伴い一部で景気回復の兆しが見られたものの、７月下旬の気温の低下や急速な円高の進行に

よる景気の先行き不透明感などから、個人消費は伸び悩みました。さらに、ディスカウント業態の出店による

競争の激化などにより、九州における小売環境はますます厳しさを増してまいりました。

このような状況の下、当社は、お客さま満足の向上に向けた商品の販売やサービスの提供を行うなど、重点

取り組み事項を推進してまいりました。

総合小売事業の店舗展開では、周辺の環境変化や、多様化するお客さまのニーズに対応するため、「イオン

延岡店（宮崎県延岡市）」で直営売場のリニューアルと新たなテナントを導入する改装を実施いたしまし

た。

ホームセンター事業の「ホームワイド新町店（大分県大分市）」は、地域のお客さまの利便性向上を図る

ため、商品構成を見直し医薬品・化粧品・日用雑貨に加え毎日の生活に欠かせない食料品を品揃えした「ワ

イドマートドラッグ＆フード新町店」として改装オープンいたしました。

その他事業のサイクル専門店の取り組みとしては、当第２四半期会計期間において福岡県２店舗、熊本県２

店舗の計４店舗を出店し、合計で18店舗となりました。

商品面の取り組みとして、電力供給不足に対応した生活提案として、涼感グッズや節電グッズの販売に取り

組みました。中でも、「吸汗速乾」や「消臭」「抗菌防臭」などの機能を備えたイオンのプライベートブラン

ド「トップバリュクーリッシュファクト」では、節電しながら快適に夏を過ごしていただくため、インナーに

加えて、パジャマ・ドレスシャツ・寝具を販売するなど展開を強化し好調に推移いたしました。さらに、扇風

機や敷きパッドなどがお客さまに大変ご支持いただきました。

販売促進の取り組みとして、イオンの電子マネー「ＷＡＯＮ」を拡大するなかで、カードのご利用金額の一

部を地域貢献に役立てる地域ＷＡＯＮの発行を進めてまいりました。当第２四半期会計期間では、「やつしろ

がめさんＷＡＯＮ」を発行いたしました。

また、東北６県の名産品を一堂に集め、お客さまに広く紹介する「東北を元気に！がんばろう東北応援フェ

ア」を開催し、継続的かつ長期的に被災地の復興を支援する取り組みを行いました。

環境保全・社会貢献の取り組みとして、地域の雇用確保への協力や地産地消、地域産品の販路拡大など11項

目で協力し、さまざまな取り組みを推進するため、熊本県八代市と地域振興に関する協定を締結いたしまし

た。

このような取り組みにより、当第２四半期会計期間の営業収益は637億98百万円（前年同期比1.8％減）と

なりました。

商品の値入率の改善や売価変更の削減などによる売上総利益率の向上と、設備費を中心とした経費削減に

より営業利益は７億６百万円（前年同期に比べ33百万円改善）となりました。

また、経常利益は７億８百万円（前年同期に比べ97百万円改善）、四半期純利益は３億62百万円（前年同期

に比べ203百万円改善）となりました。
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報告セグメントの業績は、次のとおりであります。

（総合小売事業）

総合小売事業の売上高は530億65百万円（前年同期比98.0％）となり、この部門別の売上高は衣料品139億

73百万円、食料品283億51百万円、住居余暇商品107億33百万円、その他７百万となりました。

また、同事業のセグメント利益は16億12百万円となりました。

（ホームセンター事業）

ホームセンター事業の売上高は、68億29百万円（前年同期比98.2％）となり、セグメント利益は１億52百万

円となりました。

なお、当第２四半期累計期間の営業収益は1,227億59百万円、営業利益は１億55百万円（前年同期に比べ２

億97百万円改善）、経常利益は２億11百万円（前年同期に比べ５億15百万円改善）となりました。四半期純損

失は、資産除去債務に関する会計基準の適用に伴う影響額６億12百万円の特別損失計上などにより８億72百

万円（前年同期に比べ４億36百万円減益）の損失となりました。
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(2) 財政状態の分析

① 資産

　当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて17億33百万円減少し、1,070億46百万円と

なりました。これは主に在庫削減に努めたことによる商品の減少によるものであります。

② 負債

　当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べて４億46百万円減少し、883億33百万円と

なりました。これは主に、新規出店及び既存店改装に伴う設備支払手形の増加や、当第２四半期会計期間

末日が金融機関の休業日であったために、支払留保によりテナント預り金等が増加した一方で、借入金

等の有利子負債が減少したことによるものであります。

③ 純資産

　当第２四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べて12億86百万円減少し、187億12百万円

となりました。これは主に利益剰余金の減少によるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ

22百万円減少し、当第２四半期会計期間末には47億13百万円となりました。

　当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は100億14百万円(前年同四半期は61億71百万円の資金の増加）となりまし

た。これは主に、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休業日であったために支払が留保され、テナント

等からの預り金、仕入債務等が増加したことによるものであります。

前年同四半期対比では、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休業日（前年同四半期末日は金融機関

の営業日）であったために、テナント等からの預り金及び仕入債務が増加したこと等により38億43百万円

収入増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は10億９百万円（前年同四半期は１億58百万円の資金の減少）となりまし

た。これは主に、新規出店及び既存店活性化への投資、預り保証金の返還により資金が減少したためであり

ます。

前年同四半期対比では、新規出店及び既存店活性化投資に伴う有形固定資産の取得による支出の増加、

預り保証金の返還による支出増により８億50百万円の支出増加となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は74億20百万円（前年同四半期は60億18百万円の資金の減少）となりまし

た。これは主に、短期借入金の返済により52億円資金が減少、コマーシャルペーパーの返済により20億円資

金が減少、長期借入金の返済により２億20百円資金が減少したためであります。

前年同四半期対比では、有利子負債の削減に努め14億２百万円の支出増加となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はあり

ません。

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年８月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年10月４日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,787,61918,787,619
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数100株

計 18,787,61918,787,619― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成23年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

第１回新株予約権

　平成19年５月８日の株主総会の決議及び平成20年３月11日の取締役会の決議により発行した新株予

約権は、次のとおりであります。 

　 第２四半期会計期間末現在

　 (平成23年８月20日)

新株予約権の数 (個)   38

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個)   －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 　　　　 3,800   (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 (円)    1

新株予約権の行使期間 平成20年５月21日～平成35年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格  　 1,309　 (注２)

資本組入額     655

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権を割り当てられた者
は、権利行使時においても当社の取
締役の地位にあることを要する。
　ただし、当社の取締役を退任した場
合であっても、退任日から５年以内
に限って権利行使ができるものとす
る。

② 新株予約権については、その数の
全数につき一括して行使することと
し、これを分割して行使することは
できないものとする。　　

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡し、またはこれを担
保に供することはできない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　当社が株式分割、株式合併を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものとす

る。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式数

についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整を

必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調整す

るものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うものと

する。

２　発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり１円）と付与日における新株予約権の公正な評価単

価（１株当たり1,308円）を合算しております。なお、各取締役に割当てられた新株予約権の公正な評価単価相

当額については、当該取締役のこれと同額の報酬債権をもって、付与日において合意相殺しております。
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第２回新株予約権

　　平成21年４月６日の取締役会の決議により発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

　 第２四半期会計期間末現在

　 (平成23年８月20日)

新株予約権の数 (個)   61

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個)   ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 　　　　　6,100   (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 (円)    1

新株予約権の行使期間 平成21年５月21日～平成36年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行する 発行価格       929   (注２)

場合の株式の発行価格及び資本組入額 (円)資本組入額     465

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権を割り当てられた者
は、権利行使時においても当社の取
締役の地位にあることを要する。
　ただし、当社の取締役を退任した場
合であっても、退任日から５年以内
に限って権利行使ができるものとす
る。　　　　

② 新株予約権については、その数の
全数につき一括して行使することと
し、これを分割して行使することは
できないものとする。　　　　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　当社が株式分割、株式合併を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものとす

る。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式数

についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整を

必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調整す

るものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うものと

する。

２　発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり１円）と付与日における新株予約権の公正な評価単

価（１株当たり928円）を合算しております。なお、各取締役に割当てられた新株予約権の公正な評価単価相当

額については、当該取締役のこれと同額の報酬債権をもって、付与日において合意相殺しております。
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　　　第３回新株予約権 

　　　　平成22年４月６日の取締役会の決議により発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　 第２四半期会計期間末現在

　 (平成23年８月20日)

新株予約権の数 (個) 61

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 6,100 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 1

新株予約権の行使期間 平成22年５月21日～平成37年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行する 発行価格   1,042 (注２)

場合の株式の発行価格及び資本組入額 (円)資本組入額   522

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権を割り当てられた者
は、権利行使時においても当社の取
締役の地位にあることを要する。 
　ただし、当社の取締役を退任した場
合であっても、退任日から５年以内
に限って権利行使ができるものとす
る。

② 新株予約権については、その数の
全数につき一括して行使することと
し、これを分割して行使することは
できないものとする。　　　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　当社が株式分割、株式合併を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものとす

る。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式数

についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整を

必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調整す

るものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うものと

する。

２　発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり１円）と付与日における新株予約権の公正な評価単

価（１株当たり1,041円）を合算しております。なお、各取締役に割当てられた新株予約権の公正な評価単価相

当額については、当該取締役のこれと同額の報酬債権をもって、付与日において合意相殺しております。
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　　　第４回新株予約権 

　　　　平成23年４月５日の取締役会の決議により発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　 第２四半期会計期間末現在

　 (平成23年８月20日)

新株予約権の数 (個) 117

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 11,700 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １

新株予約権の行使期間 平成23年５月21日～平成38年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行する 発行価格   1,286 (注２)

場合の株式の発行価格及び資本組入額 (円)資本組入額   644

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権を割り当てられた者
は、権利行使時においても当社の取
締役の地位にあることを要する。 
　ただし、当社の取締役を退任した場
合であっても、退任日から５年以内
に限って権利行使ができるものとす
る。

② 新株予約権については、その数の
全数につき一括して行使することと
し、これを分割して行使することは
できないものとする。　　　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　当社が株式分割、株式合併を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものとす

る。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式数

についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整を

必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調整す

るものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うものと

する。

２　発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり１円）と付与日における新株予約権の公正な評価単

価（１株当たり1,285円）を合算しております。なお、各取締役に割当てられた新株予約権の公正な評価単価相

当額については、当該取締役のこれと同額の報酬債権をもって、付与日において合意相殺しております。
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　(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年５月21日
～平成23年８月20日

─ 18,787,619 ─ 3,144 ─ 9,192

　

(6) 【大株主の状況】

(平成23年８月20日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

イオン株式会社 千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 11,795 62.8

イオン九州社員持株会 福岡市博多区博多駅南二丁目９番11号 607 3.2

マックスバリュ西日本株式会社 兵庫県姫路市北条口四丁目４番地 480 2.5

イオン九州共栄会 福岡市博多区博多駅南二丁目９番11号 421 2.2

株式会社コックス 東京都中央区日本橋浜町一丁目２番１号 360 1.9

九州電力株式会社 福岡市中央区渡辺通２丁目１番82号 320 1.7

ミニストップ株式会社 東京都千代田区神田錦町一丁目１番地 300 1.5

イオンクレジットサービス
株式会社

東京都千代田区神田錦町一丁目１番地 300 1.5

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前三丁目１番１号 245 1.3

株式会社大分銀行 大分県大分市府内町三丁目４番１号 214 1.1

計 ― 15,044 80.0
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年８月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

19,400
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,733,500
187,335 ―

単元未満株式
普通株式

34,719
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 18,787,619― ―

総株主の議決権 ― 187,335 ―

(注) 　「単元未満株式」の「株式数」の欄には、当社所有の自己株式92株が含まれております。

　
② 【自己株式等】

　 　 　 　 平成23年8月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式
数の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
イオン九州株式会社

福岡市博多区博多駅南
二丁目９番11号

19,400 － 19,400 0.1

計 ― 19,400 － 19,400 0.1

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
３月

　
　４月

　
５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 1,389 1,422 1,400 1,455 1,501 1,499

最低(円) 1,101 1,314 1,351 1,380 1,430 1,376

(注) １　株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

２　上記の月別最高・最低株価は毎月１日から月末までのものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間（平成22年５月21日から平成22年８月20日まで）及び前第２四半期累計

期間（平成22年２月21日から平成22年８月20日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第

２四半期会計期間（平成23年５月21日から平成23年８月20日まで）及び当第２四半期累計期間（平成23

年２月21日から平成23年８月20日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

　

　　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成22年５月21

日から平成22年８月20日まで）及び前第２四半期累計期間（平成22年２月21日から平成22年８月20日ま

で）に係る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間（平成23年５月21日から平成23年８月20日ま

で）及び当第２四半期累計期間(平成23年２月21日から平成23年８月20日まで)に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年８月20日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,713 4,735

受取手形 15 107

売掛金 1,324 1,119

商品 22,548 23,175

その他 6,457 8,098

貸倒引当金 △13 △15

流動資産合計 35,046 37,221

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 34,124 34,221

その他（純額） 14,786 13,931

有形固定資産合計 ※１
 48,910

※１
 48,152

無形固定資産 142 145

投資その他の資産

差入保証金 ※２
 16,196

※２
 16,160

その他 6,757 7,109

貸倒引当金 △8 △10

投資その他の資産合計 22,946 23,260

固定資産合計 71,999 71,558

資産合計 107,046 108,779

負債の部

流動負債

支払手形 ※４
 2,190

※４
 2,451

電子記録債務 7,367 －

買掛金 16,466 24,165

短期借入金 7,300 5,900

1年内返済予定の長期借入金 3,894 4,968

コマーシャル・ペーパー 3,000 5,000

未払法人税等 160 1,657

賞与引当金 758 703

役員業績報酬引当金 13 47

その他 18,986 15,627

流動負債合計 60,138 60,522

固定負債

長期借入金 16,275 17,585

退職給付引当金 95 28

資産除去債務 1,236 －

その他 10,588 10,643

固定負債合計 28,195 28,257

負債合計 88,333 88,780
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(単位：百万円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年８月20日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,144 3,144

資本剰余金 9,192 9,192

利益剰余金 5,620 6,738

自己株式 △34 △36

株主資本合計 17,922 19,038

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 757 942

評価・換算差額等合計 757 942

新株予約権 32 18

純資産合計 18,712 19,999

負債純資産合計 107,046 108,779
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年２月21日
　至 平成22年８月20日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年２月21日
　至 平成23年８月20日)

売上高 117,554 115,337

売上原価 85,898 83,916

売上総利益 31,656 31,420

その他の営業収入 7,478 7,422

営業総利益 39,134 38,842

販売費及び一般管理費 ※
 39,275

※
 38,687

営業利益又は営業損失（△） △141 155

営業外収益

受取利息 40 36

テナント退店違約金受入 18 67

補助金収入 － 49

その他 50 95

営業外収益合計 108 248

営業外費用

支払利息 221 162

その他 49 30

営業外費用合計 271 192

経常利益又は経常損失（△） △304 211

特別利益

貸倒引当金戻入額 3 2

特別利益合計 3 2

特別損失

固定資産除売却損 7 15

減損損失 109 3

店舗閉鎖損失 69 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 612

開発物件撤退処理損失 57 －

その他 － 99

特別損失合計 243 730

税引前四半期純損失（△） △545 △516

法人税、住民税及び事業税 92 100

法人税等調整額 △201 255

法人税等合計 △108 356

四半期純損失（△） △436 △872
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　　【第２四半期会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期会計期間
(自 平成22年５月21日
 至 平成22年８月20日)

当第２四半期会計期間
(自 平成23年５月21日
 至 平成23年８月20日)

売上高 61,161 60,024

売上原価 44,311 43,361

売上総利益 16,849 16,662

その他の営業収入 3,788 3,773

営業総利益 20,638 20,436

販売費及び一般管理費 ※
 19,964

※
 19,729

営業利益 673 706

営業外収益

受取利息 20 18

テナント退店違約金受入 18 30

固定資産受贈益 － 23

その他 14 24

営業外収益合計 53 96

営業外費用

支払利息 111 81

その他 3 13

営業外費用合計 115 94

経常利益 611 708

特別利益

貸倒引当金戻入額 3 0

特別利益合計 3 0

特別損失

固定資産除売却損 5 15

減損損失 109 0

店舗閉鎖損失 69 －

開発物件撤退処理損失 57 －

その他 － 0

特別損失合計 241 16

税引前四半期純利益 372 692

法人税、住民税及び事業税 42 42

法人税等調整額 171 287

法人税等合計 214 329

四半期純利益 158 362
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年２月21日
　至 平成22年８月20日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年２月21日
　至 平成23年８月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △545 △516

減価償却費 2,824 2,474

減損損失 109 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 612

賞与引当金の増減額（△は減少） 162 54

退職給付引当金の増減額（△は減少） － 66

受取利息及び受取配当金 △61 △57

支払利息 221 162

有形固定資産除売却損益（△は益） 7 15

売上債権の増減額（△は増加） △150 △113

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,004 618

未収入金の増減額（△は増加） △1,119 1,334

仕入債務の増減額（△は減少） △3,601 △591

預り金の増減額（△は減少） △1,933 1,497

その他 310 815

小計 △771 6,377

利息及び配当金の受取額 32 29

利息の支払額 △266 △166

法人税等の支払額 △607 △1,580

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,612 4,659

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △992 △1,367

差入保証金の差入による支出 △16 △114

差入保証金の回収による収入 195 272

預り保証金の受入による収入 188 403

預り保証金の返還による支出 △264 △627

長期前払費用の取得による支出 △36 △4

その他 △29 △13

投資活動によるキャッシュ・フロー △954 △1,451

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,400 1,400

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 1,000 △2,000

長期借入れによる収入 4,300 －

長期借入金の返済による支出 △4,280 △2,384

自己株式の増減額（△は増加） △0 △1

配当金の支払額 △187 △243

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,231 △3,230

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △335 △22

現金及び現金同等物の期首残高 4,228 4,735

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,892

※
 4,713
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

　
当第２四半期累計期間 

(自 平成23年２月21日 至 平成23年８月20日)

会計処理基準に関する

事項の変更

 
 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用　

第１四半期会計期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ32百万円減少しており、税引前四

半期純損失は645百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資

産除去債務の変動額は1,210百万円であります。

 

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間(自 平成23年２月21日 至 平成23年８月20日)

　　特に記載すべき事項はありません。

 　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間(自 平成23年２月21日 至 平成23年８月20日)

　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
(平成23年８月20日)

前事業年度末
(平成23年２月20日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、51,107百万円で
あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、48,685百万円で
あります。

※２　差入保証金
当社は、建設協力金により建設された店舗の賃借
に係る差入保証金につき、店舗賃貸借契約の一部で
ある金銭消費貸借契約条項に基づく返還請求権を特
別目的会社であるジェイ・ワン アセッツコーポ
レーションに売却しております。
当該取引に伴い会計上売却処理した差入保証金
（当四半期末未償還残高1,353百万円）については、
原債務者が支払不能等に陥った場合等の特定の事由
が発生した場合、返還請求権をイオンリテール株式
会社に売り渡す選択権が付与されております。なお、
選択権行使によりイオンリテール株式会社が返還請
求権を買い取った場合には、同社は買い取った返還
請求権を当社に売り渡す選択権を有しております。 
また、ジェイ・ワン アセッツコーポレーションが
選択権を行使した場合に解約することとなるヘッジ
目的の金利スワップ契約の解約損益はイオンリテー
ル株式会社に帰属しますが、イオンリテール株式会
社が買い取った返還請求権を当社に売り渡す選択権
を行使した場合には、当該解約損益は当社に帰属す
ることとなります。
なお、当四半期末現在の当該金利スワップ契約の
時価評価差損の総額は81百万円であります。

※２　差入保証金
当社は、建設協力金により建設された店舗の賃借
に係る差入保証金につき、店舗賃貸借契約の一部で
ある金銭消費貸借契約条項に基づく返還請求権を特
別目的会社であるジェイ・ワン アセッツコーポ
レーションに売却しております。
当該取引に伴い会計上売却処理した差入保証金
（当事業年度末未償還残高1,567百万円）について
は、原債務者が支払不能等に陥った場合等の特定の
事由が発生した場合、返還請求権をイオンリテール
株式会社に売り渡す選択権が付与されております。
なお、選択権行使によりイオンリテール株式会社が
返還請求権を買い取った場合には、同社は買い取っ
た返還請求権を当社に売り渡す選択権を有しており
ます。 
また、ジェイ・ワン アセッツコーポレーションが
選択権を行使した場合に解約することとなるヘッジ
目的の金利スワップ契約の解約損益はイオンリテー
ル株式会社に帰属しますが、イオンリテール株式会
社が買い取った返還請求権を当社に売り渡す選択権
を行使した場合には、当該解約損益は当社に帰属す
ることとなります。
なお、当事業年度末現在の当該金利スワップ契約
の時価評価差損の総額は81百万円であります。

　３　偶発債務
有限会社メビウスアルファ（特別目的会社）は、
当社に賃貸する建物の建設資金等を金融機関より借
り入れていますが、当社は、当該金融機関との間で、
当該特別目的会社が支払不能に陥った場合等の特定
の事由が生じた場合には、当該金融機関は、当該特別
目的会社に対する貸付債権の一部（当四半期末現在
2,532百万円）を当社に売り渡すことができる旨の
契約を締結しております。
なお、当該契約により当社が貸付債権を取得した
場合には、当社は当該特別目的会社との建物賃貸借
契約（当四半期末現在の解約不能期間の未経過リー
ス料3,347百万円）を終了することができます。

※４　四半期会計期間期末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休
日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形
が、四半期会計期間末残高に含まれております。
支払手形　　　　　　　　　　232百万円

 

　３　偶発債務
有限会社メビウスアルファ（特別目的会社）は、
当社に賃貸する建物の建設資金等を金融機関より借
り入れていますが、当社は、当該金融機関との間で、
当該特別目的会社が支払不能に陥った場合等の特定
の事由が生じた場合には、当該金融機関は、当該特別
目的会社に対する貸付債権の一部（当事業年度末現
在2,670百万円）を当社に売り渡すことができる旨
の契約を締結しております。
なお、当該契約により当社が貸付債権を取得した
場合には、当社は当該特別目的会社との建物賃貸借
契約（当事業年度末現在の解約不能期間の未経過
リース料3,693百万円）を終了することができます。

※４　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日
をもって決済処理しております。
なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次
の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。
支払手形　　　　　　　　　　93百万円
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(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間 
(自　平成22年２月21日 
  至　平成22年８月20日)

当第２四半期累計期間 
(自　平成23年２月21日 
  至　平成23年８月20日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

給料・賞与 12,896百万円

退職給付費用 322百万円

賞与引当金繰入額 756百万円

地代家賃 7,814百万円
 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

給料・賞与 12,758百万円

退職給付費用 340百万円

賞与引当金繰入額 758百万円

地代家賃 7,761百万円
 

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
(自  平成22年５月21日
至  平成22年８月20日)

当第２四半期会計期間
(自  平成23年５月21日
至  平成23年８月20日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

給料・賞与 6,219百万円

退職給付費用 165百万円

賞与引当金繰入額 731百万円

地代家賃 3,905百万円

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

給料・賞与 6,171百万円

退職給付費用 170百万円

賞与引当金繰入額 734百万円

地代家賃 3,887百万円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間 
(自　平成22年２月21日 
  至　平成22年８月20日)

当第２四半期累計期間 
(自　平成23年２月21日 
  至　平成23年８月20日)

※　現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残高

と当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

(平成22年８月20日現在)

現金及び預金 3,892百万円

現金及び現金同等物 3,892百万円

 

※　現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残高

と当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

(平成23年８月20日現在)

現金及び預金 4,713百万円

現金及び現金同等物 4,713百万円

 

　

(株主資本等関係)

　

当第２四半期会計期間末（平成23年８月20日）及び当第２四半期累計期間（自 平成23年２月21日　至 平

成23年８月20日)

１　発行済株式の種類及び総数

　　　普通株式 18,787,619株

　
２　自己株式の種類及び株式数

　　　普通株式 19,492株

　
３　新株予約権の四半期会計期間末残高

　　　ストック・オプションとしての新株予約権 32百万円

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額
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決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額

１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成23年４月５日

取締役会
普通株式 利益剰余金 243百万円 13円 平成23年２月20日 平成23年４月25日

　
(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末

後となるもの

 　該当事項はありません。

　
５　株主資本の金額の著しい変動

 　記載すべき事項はありません。
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（リース取引関係）

当第２四半期会計期間（自 平成23年５月21日 至 平成23年８月20日）

　当第２四半期会計期間におけるリース取引残高は、前事業年度末に比べて著しい変動が認められない

ため、記載しておりません。

　

(金融商品関係)

当第２四半期会計期間末（平成23年８月20日）

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第２四半期会計期間末（平成23年８月20日）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期会計期間末（平成23年８月20日）

　　当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期会計期間（自 平成23年５月21日 至 平成23年８月20日）

　　四半期財務諸表への影響額に重要性がないため、記載しておりません。

　

(企業結合等関係)

当第２四半期会計期間（自 平成23年５月21日 至 平成23年８月20日）

　　該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当第２四半期累計期間（自 平成23年２月21日 至 平成23年８月20日）及び当第２四半期会計期間（自

平成23年５月21日 至 平成23年８月20日）

　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

　　

(資産除去債務関係)

当第２四半期会計期間末（平成23年８月20日）

　資産除去債務の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、第１四半期会計期間の期首に比べて著しい

変動が認められないため、記載しておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、衣料品、食料品、住居余暇関連商品等を販売する小売事業を展開しており、販売する商品及び販

売形態により、「総合小売事業」「ホームセンター事業」の２つを報告セグメントとしております。

「総合小売事業」は、衣料品、食料品、住居余暇関連商品など全般を提供しており、「イオン」の店名で

運営する総合スーパーと「イオンスーパーセンター」の店名で運営するディスカウントストアを展開し

ております。

「ホームセンター事業」は、建材、園芸用品、ペット関連商品などを販売しており、「ホームワイド」

「スーパーワイドマート」の店名でホームセンターを運営しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   当第２四半期累計期間（自 平成23年２月21日 至 平成23年８月20日）

（単位:百万円）

 
報告セグメント

その他
(注) 2

合計
調整額
(注) 3

四半期損
益計算書
計上額
(注) 4

総合小売
事業

ホームセ
ンター
事業

計

売上高
       

外部顧客への売上高 101,63113,429115,061 276 115,337－ 115,337

セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － － － －

計 101,63113,429115,061 276 115,337 － 115,337

セグメント利益又は
損失（△） (注)1

2,144 138 2,282 △75 2,207△2,052 155

(注) 1. セグメント利益又は損失（△）は、社内管理利益によっております。

2. 「その他」の区分は、総合小売事業とホームセンター事業に属さない販売形態の店舗で、現在はサ

イクル専門店を展開しております。

3. セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない本社管理部門の一

般管理費であります。

4. セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第２四半期会計期間(自 平成23年５月21日 至 平成23年８月20日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円）　

 
報告セグメント

その他
(注) 2

合計
調整額
(注) 3

四半期損
益計算書
計上額
(注) 4

総合小売
事業

ホームセ
ンター
事業

計

売上高
       

外部顧客への売上高 53,0656,82959,894 129 60,024－ 60,024

セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － － － －

計 53,0656,82959,894 129 60,024 － 60,024

セグメント利益又は
損失（△） (注)1

1,612 152 1,765 △50 1,714△1,007 706

(注) 1. セグメント利益又は損失（△）は、社内管理利益によっております。

2. 「その他」の区分は、総合小売事業とホームセンター事業に属さない販売形態の店舗で、現在はサ

イクル専門店を展開しております。

3. セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない本社管理部門の一

般管理費であります。

4. セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（1）報告セグメントごとの固定資産の減損損失については、重要性が乏しいため記載を省略しており

ます。

（2）のれん等に関する情報については、該当事項はありません。

　

（追加情報）

第１四半期会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日)を適用しております。

　
　

(賃貸等不動産関係)

　当第２四半期会計期間末（平成23年８月20日）

賃貸用不動産の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末に比べて著しい変動が認め

られないため、記載しておりません。　
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成23年８月20日)

前事業年度末
(平成23年２月20日)

１株当たり純資産額　　　　　 995円33銭１株当たり純資産額 1,064円70銭

　

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期会計期間末
(平成23年８月20日)

前事業年度末
(平成23年２月20日)

純資産の部の合計額 (百万円) 18,712 19,999

純資産の部の合計額から控除する金額 
(百万円)

32 18

（うち新株予約権） (32) (18)

普通株式に係る四半期会計期間末(事業年度末)の
純資産額 (百万円)

18,680 19,981

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期会
計期間末(事業年度末)の普通株式の数 (千株)

18,768 18,767

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期累計期間
(自　平成22年２月21日 
  至　平成22年８月20日)

当第２四半期累計期間 
(自　平成23年２月21日 
  至　平成23年８月20日)

１株当たり四半期純損失 23円26銭
　

１株当たり四半期純損失 46円50銭
　

　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成22年２月21日
至　平成22年８月20日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年２月21日
  至　平成23年８月20日)

四半期純損失 (△）(百万円) △436 △872

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純損失（△） (百万円) △436 △872

普通株式の期中平均株式数 (千株) 18,765 18,767

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在
株式で前事業年度末から重要な変動があったも
のの概要

潜在株式の種類

第３回新株予約権

　潜在株式の数　68個

　この詳細については、「第４　

提出会社の状況 １ 株式等の

状況 (2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりでありま

す。

潜在株式の種類

第４回新株予約権

　潜在株式の数　117個

　この詳細については、「第４　

提出会社の状況 １ 株式等の

状況 (2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりでありま

す。
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前第２四半期会計期間
(自  平成22年５月21日
至  平成22年８月20日)

当第２四半期会計期間
(自  平成23年５月21日
至  平成23年８月20日)

　

１株当たり四半期純利益 8円45銭
　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 8円44銭

　

１株当たり四半期純利益 19円32銭
　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 19円29銭

(注) １ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。　　　　　　　　

　

項目
前第２四半期会計期間
(自　平成22年５月21日
至　平成22年８月20日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年５月21日
至　平成23年８月20日)

（１）１株当たり四半期純益　　　　　　　 　 　

四半期純利益　　　　　(百万円) 158 362

　　普通株主に帰属しない金額　　 (百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益　(百万円) 158 362

　　普通株式の期中平均株式数 (千株) 18,765 18,766

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　 　 　

　　四半期純利益調整額 (百万円) ─ ─

　　普通株式増加数 (千株) 18 29

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在
株式で前事業年度末から重要な変更があったも
のの概要

─ ─

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年９月29日

イ オ ン 九 州 株 式 会 社

取  締  役  会 　御  中

有限責任監査法人　トーマツ 　
　

　
　

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士　　丸　　林　　信　　幸　　㊞

　　 　　

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士　　松　　尾　　政　　治　　㊞

　　 　　

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士　　川　　畑　　秀　　二　　㊞

　　 　　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイオ

ン九州株式会社の平成22年２月21日から平成23年２月20日までの第39期事業年度の第２四半期会計期間（平

成22年５月21日から平成22年８月20日まで）及び第２四半期累計期間(平成22年２月21日から平成22年８月

20日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、イオン九州株式会社の平成22年８月20日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年９月28日

イ オ ン 九 州 株 式 会 社

取  締  役  会 　御  中

有限責任監査法人　トーマツ 　
　

　　 　　

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士　　松　　尾　　政　　治　　㊞

　　 　　

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士　　城　　戸　　昭　　博　　㊞

　　 　　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイオ

ン九州株式会社の平成23年２月21日から平成24年２月20日までの第40期事業年度の第２四半期会計期間（平

成23年５月21日から平成23年８月20日まで）及び第２四半期累計期間(平成23年２月21日から平成23年８月

20日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、イオン九州株式会社の平成23年８月20日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　
追記情報

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四

半期会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を

適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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